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2025年 9月 11日 

企業会計基準委員会 御中 

EY新日本有限責任監査法人 

品質管理本部長 松浦 義知 

企業会計基準公開草案第 87号「後発事象に関する会計基準（案）」等 

に対する意見 

貴委員会から2025年7月8日に公表された企業会計基準公開草案第87号「後発事象に関

する会計基準（案）」（以下「後発事象会計基準案」という。）等（以下、公開草案全

体を指して「本公開草案」という。）の提案について、下記のとおり意見を取りまとめ

ましたので提出いたします。 

記 

質問1（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案

に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

同意する。 

質問2（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象

期間に関する質問） 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後

発事象の対象期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意しますか。同意し

ない場合には、その理由をご記載ください。 

同意する。 

質問3（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関す

る質問） 

本適用指針案の会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取

扱いに関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ
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い。  

また、後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日

後に生じた修正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご

記載ください。 

 

以下にコメントする点を除き、同意する。 

 

1．会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱い 

（コメント） 

会社法計算書類と連結計算書類の確認日（公表の承認日）が必ず同日になることを前

提に監査基準報告書 560実務指針第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」（以下「監

基報 560実１」という。）の定めを一部修正している点について、監基報 560実１の定

めをそのまま引き継ぐべきではないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

 

（理由） 

本適用指針案では、監基報 560実１に設けられていた金融商品取引法監査における連

結財務諸表に関する特例的な取扱い（企業会計基準適用指針公開草案第 87 号「後発事

象に関する会計基準の適用指針（案）」（以下「後発事象適用指針案」という。）BC8項(2)

参照）に関して、連結計算書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に

発生した修正後発事象を対象とする方がより整合的な取扱いとなると考えられること

や、現行実務においては基本的に計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付

となっていること（2025 年 5 月 7 日開催 第 546 回企業会計基準委員会審議資料（2）

-2参照）を踏まえ、親会社の計算書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日後、連

結財務諸表の公表の承認日までに発生した修正後発事象について開示後発事象に準じ

て取り扱うように見直しを行うことが提案されている（後発事象適用指針案 BC9項）。 

この点、現行実務においては計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付に

収斂しているかもしれないが、稀であったとしても実際に監査報告書日が同一でないケ

ースが生じたときには、現行の実務と差が出てしまう可能性がある。確かに、連結計算

書類に関する確認日後、連結財務諸表の公表の承認日までに発生した後発事象を対象と

して特例を設ける方がより整合的な取扱いになることは理解しつつも、現行の取扱いを

変える必要性もないと考えられるため、監基報 560実１の定めをそのまま引き継ぐべき

ではないかと考えられる。 

 

質問4（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案及び第一種中間財務諸表等における開示の提案

に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 



 

 

- 3 - 

 

 

以下にコメントする点を除き、同意する。 

 

2．第二種中間財務諸表等における取扱い 

（コメント） 

第二種中間財務諸表等における重要な開示後発事象に関する注記についても、その具

体的な内容（特に「財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個

人の名称」の記載の要否）を明らかにすべきではないかと考えられるため、ご検討いた

だきたい。 

 

（理由） 

今回の後発事象会計基準案の開発に合わせて、第二種中間財務諸表等についても「中

間連結財務諸表等の作成基準」等が改正され、その公表の承認日までに発生した重要な

開示後発事象が注記の対象となる。 

しかしながら、具体的な注記事項については改正後の会計基準においても定めがなく、

特に「財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又は個人の名称」に

ついては記載の要否が論点になるとも考えられる。この点、開示に係る規則（「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」等）に委ねることなく、会計基準の中で

その取扱い（具体的な注記事項）を明らかにすべきではないかと考えられるため、ご検

討いただきたい。 

 

質問5（適用時期等に関する質問） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、そ

の理由をご記載ください。 

 

同意する。 

 

質問6（その他） 

その他、本公開草案に関して、ご意見があればご記載ください。 

 

以下にコメントする点を除き、同意する。 

 

3．後発事象の定義と会計事象 

（コメント） 

後発事象の定義に含まれる「会計事象」という用語を定義付けることについてご検討

いただきたい。 
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（理由） 

後発事象の定義は、今回の基準策定により、新たに「決算日後に発生した企業の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、財務諸

表の公表の承認日までに発生した会計事象をいう」と定義されることになった。この点、

企業会計基準第 24 号「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準」（以下「企業会計基準第 24号」という。）第 4-2項では、「会計事象等」という用語

が「会計処理の対象となる会計事象や取引」と定義されており、一般的に、「会計事象」

とは会計処理を伴うものであるという認識があるように思われる。一方、後発事象会計

基準案では、後発事象会計基準案 BC27 項において「意思決定があったとき」や「合意

等の成立又は事実の公表があったとき」も含まれるとされているように、直接的な会計

処理を伴わず、開示のみに影響する事象も「会計事象」に含めていると考えられる。 

以上を踏まえると、後発事象会計基準案における「会計事象」について、類似する「会

計事象等」の定義と異なる意味合いで用いるのであれば、実務の混乱を生じさせないた

めに、後発事象会計基準案において明確に定義することが望ましいと考えられる。この

ため、「会計事象」という用語を会計基準の中で適切に定義付けることをご検討いただ

きたい。 

 

4．修正後発事象に関する取扱い 

（コメント） 

「修正後発事象」の「修正」という表現について、修正後発事象に関する取扱い（後

発事象会計基準第 6項）の中でこのままでよいか、検討する必要があるのではないかと

考えられる。 

 

（理由） 

単に重要な開示後発事象として注記するのみでなく、当期の財務諸表にその影響を反

映すべき後発事象については、「『修正』後発事象」として広く実務にも浸透している。

しかしながら、「修正」は誤謬の修正のイメージもあるため、修正後発事象に関する取

扱い（後発事象会計基準案第 6 項）においては「財務諸表を修正する」ではなく、「当

期の財務諸表にその影響を反映する」などとしなくともよいか、検討すべきではないか

と考えられる。 

 

5．後発事象の発生時点の記載 

（コメント） 

後発事象会計基準案 BC27 項（1）及び（2）における後発事象の発生時点の記載につ

いて、実際の取引発生時も後発事象の「発生」に当たることを明確にした方がよいと考
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えられるため、記載の調整をご検討いただきたい。 

 

（理由） 

後発事象会計基準案 BC27 項（1）及び（2）では、後発事象の発生時点について、そ

の事象の性質に応じて、各々「当該意思決定があったとき」や「当該合意等の成立又は

事実の公表があったとき」とされている。 

一方で、［設例 1］や企業会計基準第 7号「事業分離等に関する会計基準」（以下「事

業分離等会計基準」という。）第 56項の定めでは、決議（意思決定等）だけでなく、実

際の取引実行も後発事象となっているように思われるが、上記の後発事象会計基準案

BC27項（1）及び（2）の記載と整合していないようにも読める。このため、例えば、後

発事象会計基準案 BC27 項（1）及び（2）の「発生」が「当初発生」についての整理で

あり、その後の実際の取引発生時も後発事象の「発生」に当たることを明確にした方が

よいと考えられるため、記載の調整をご検討いただきたい。 

 

6．災害事故等の後発事象の発生時点の記載 

（コメント） 

後発事象会計基準案 BC27項（3）の「災害事故等のように企業の意思に関係のない会

計事象」の発生時点について、「当該会計事象の発生日又は当該会計事象を知ったとき」

とあるが、「当該会計事象を知ったとき」について、補足の記載を加えるかどうかご検

討いただきたい。 

 

（理由） 

監基報 560 実１の記載をそのまま引き継いだものではあるが、後発事象会計基準案

BC27項（3）では、「災害事故等のように企業の意思に関係のない会計事象」の発生時点

は「当該会計事象の発生日又は当該会計事象を知ったとき」とある。 

ここで、災害事故等の会計事象が承認日までに発生していたものの、何らかの理由に

より当該会計事象を知ったのが承認日後であった場合に、後発事象の対象になるのかど

うかが不明瞭であり、開示の範囲に多様性が生じるおそれがあると考えられる。この点、

承認日までに知り得なかったことに関して「合理的な理由」がある場合には、後発事象

の対象にならないという理解でよいか確認させていただきたい。また、その理解でよい

場合、「合理的な理由」について想定されている状況があれば、補足することをご検討

いただきたい。 

 

7．追加情報として開示すべきケース 

（コメント） 

後発事象会計基準案の［設例 1］ケース（3）について、監基報 560実１で言及されて
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いた追加情報としての開示に関して、その取扱いが変わったと誤解されないための何ら

かの追記等が必要ではないかと考えられるため、ご検討いただきたい。 

 

（理由） 

後発事象会計基準案の［設例 1］ケース（3）について、監基報 560実１で言及されて

いた追加情報としての開示に係る記載が削除された上で、後発事象会計基準案へと引き

継がれている。2025年 5月 21日開催の第 547回企業会計基準委員会の審議資料（4）-

3にもあるとおり、確かに監査上の取扱いとの切り分けが難しいところではあるものの、

後発事象会計基準案に検討の経緯などがまったく記載されていないと、監基報 560実１

の取扱いが変わったと誤解される可能性もあると考えられる。したがって、例えば、結

論の背景に記載を設けるなど、何らかの対応を行うことが考えられるため、ご検討いた

だきたい。 

 

8．１株当たり利益における株式併合等の影響の反映 

（コメント） 

企業会計基準第 2 号「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（以下「１株当たり

利益会計基準」という。）第 59-3 項の定めについて、今般の会計基準の開発に併せて、

整理が必要と考えられる。 

 

（理由） 

１株当たり利益会計基準第 59-3項では、「いつの時点までに行われた株式併合又は株

式分割の影響を反映するかの判断については、開示後発事象の開示に関する現行の実務

に委ねられることとなる」とある。しかしながら、後発事象会計基準案において後発事

象の対象期間が明示されることになったため、その影響を同項の記載にも反映する必要

があると考えられる。 

 

9．四半期適用指針の修正 

（コメント） 

後発事象会計基準案における「本会計基準の公表による他の会計基準等についての修

正」のうち、企業会計基準適用指針第 14 号「四半期財務諸表に関する会計基準の適用

指針」の修正では、第 111項において「なお、レビュー報告書の提出日四半期財務諸表

の公表の承認日と四半期財務諸表報告書の公表日の間に差がある場合、その間に生じた

後発事象については非財務情報として開示することが考えられる（第 78 項参照）。」と

修正案が示されている。 

このとき、以下の２点について、ご確認いただきたい。 
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（1）「その間に生じた後発事象」とあるが、この「後発事象」との記載について、四半

期財務諸表の公表の承認日後に生じた事象であるため、「後発事象」の定義を満たし

ていないのではないかと思われ、例えば「会計事象」とするなど、修文をご検討いた

だきたい。 

（2）「非財務情報として開示」とあるが、「非財務情報」も定義されていない用語であ

るため、例えば「四半期財務諸表が含まれる書類において四半期財務諸表外の情報と

して開示」などとする必要がないか、ご検討いただきたい。 

 

質問7（補足文書（案）に関する質問） 

仮に日本公認会計士協会により監基報560実１が廃止された場合に、補足文書を公

表する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

 

同意する。 

 

以  上  


